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新潟県公安委員会規則第10号 

出入国管理及び難民認定法及び日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する

特例法の一部を改正する等の法律の施行に伴う関係規則の整理等に関する規則を次のように定める。 

平成24年７月６日 

新潟県公安委員会 

   委員長  小 熊  廸 義 

出入国管理及び難民認定法及び日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関

する特例法の一部を改正する等の法律の施行に伴う関係規則の整理等に関する規則 

（新潟県警察組織規則の一部改正） 

第１条 新潟県警察組織規則（平成13年新潟県公安委員会規則第３号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中号の細目の表示に下線が引かれた号の細目（以下「移動号細目」という｡)に対応する

同表の改正後の欄中号の細目の表示に下線が引かれた号の細目（以下「移動後号細目」という｡)が存在する場

合には当該移動号細目を当該移動後号細目とし、移動号細目に対応する移動後号細目が存在しない場合には当

該移動号細目（以下「削除号細目」という｡)を削る。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（号の細目の表示及び削除号細目の表示を除く。以下「改正部分」

という｡)に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分（号の細目の表示を除く。以下「改正後部分」と

いう｡)が存在する場合には当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正部分に対応する改正後部分が存在しな

い場合には当該改正部分を削り、改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には当該改正後部分を加え 

る。 

改 正 後 改 正 前 

（外事課） 

第37条 外事課においては、次の事務をつかさどる。

(1) （略） 

(2) 次に掲げる犯罪の取締りに関すること。 

 

 

ア 出入国管理及び難民認定法（昭和26年政令

第319号）及び日本国との平和条約に基づき

日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関

する特例法（平成３年法律第71号）に規定す

る犯罪 

イ （略） 

ウ （略） 

エ （略） 

 

別表第１（第39条関係） 

課 名 名   称 分 掌 事 務 

（略） 

外 事 課 

 

 

 

 

 

 

国際テロリ

ズム対策室

 

 

 

 

 

第37条第１号イに掲げ

る警備情報の収集、整

理その他当該警備情報

に関すること及び同条

第２号ア及びエに掲げ

る犯罪の取締りに関す

ること。 
 

（外事課） 

第37条 外事課においては、次の事務をつかさどる。

(1) （略） 

(2) 次に掲げる犯罪の取締りに関すること。 

ア 外国人登録法（昭和27年法律第125号）に

規定する犯罪 

イ 出入国管理及び難民認定法（昭和26年政令

第319号）に規定する犯罪 

 

 

 

ウ （略） 

エ （略） 

オ （略） 

 

別表第１（第39条関係） 

課 名 名   称 分 掌 事 務 

（略） 

外 事 課

 

 

 

 

 

 

国際テロリ

ズム対策室

 

 

 

 

 

第37条第１号イに掲げ

る警備情報の収集、整

理その他当該警備情報

に関すること及び同条

第２号ア、イ及びオに

掲げる犯罪の取締りに

関すること。 
 

（新潟県道路交通法施行細則の一部改正） 

第２条 新潟県道路交通法施行細則（昭和39年新潟県公安委員会規則第15号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の改正前の欄中号の表示に下線が引かれた号（以下「移動号」という｡)に対応する同表の改正後の欄 

 中号の表示に下線が引かれた号（以下「移動後号」という｡)が存在する場合には当該移動号を当該移動後号と 

 し、移動号に対応する移動後号が存在しない場合には当該移動号（以下「削除号」という｡)を削る。 



2 

  次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（号の表示及び削除号の表示を除く。以下「改正部分」という｡) 

 に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分（号の表示を除く。以下「改正後部分」という｡)が存在す 

 る場合には当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には当該 

 改正部分を削る。 

改 正 後 改 正 前 

（駐車禁止及び時間制限駐車区間の対象から除外

する車両） 

第７条の２ （略） 

２ （略） 

３ 前項の申請書には、当該申請により交付を受け

ようとする標章の種別に応じて、それぞれ次の書

類又はその写しを添付しなければならない。 

(1) （略） 

(2) 第１項第12号に掲げる車両に係る標章 

イ （略） 

ロ 標章の交付を受けようとする者の住民票の

写し 

 

 

４～10 （略） 

 

（選任及び解任の届出） 

第12条の２ （略） 

２ 前項の選任の届出書には次の各号に掲げる書類

を添付しなければならない。 

(1) 安全運転管理者等として選任された者の住民

票の写し 

 

 

 

 

 

 

 

(2) （略） 

(3) （略） 

(4) （略） 

(5) （略） 

３ 安全運転管理者等として選任された者が運転免

許を現に受けているときは、運転免許証の写しを

添付して、前項の規定に基づく住民票の写しの添

付に代えることができる。 

 

４ （略） 

 

（旅客自動車教習所の指定申請等） 

第19条 （略） 

２ 前項の申請書には、次の各号に掲げる書類を添

付するものとする。 

(1) 管理者、教習指導員の住民票の写し 

（駐車禁止及び時間制限駐車区間の対象から除外

する車両） 

第７条の２ （略） 

２ （略） 

３ 前項の申請書には、当該申請により交付を受け

ようとする標章の種別に応じて、それぞれ次の書

類又はその写しを添付しなければならない。 

(1) （略） 

(2) 第１項第12号に掲げる車両に係る標章 

イ （略） 

ロ 標章の交付を受けようとする者が住民基本

台帳法（昭和42年法律第81号）の適用を受け

る者である場合は住民票の写し、適用を受け

ない者である場合は登録証明書等 

４～10 （略） 

 

（選任及び解任の届出） 

第12条の２ （略） 

２ 前項の選任の届出書には次の各号に掲げる書類

を添付しなければならない。 

(1) 安全運転管理者等として選任された者が住民

基本台帳法（昭和42年法律第81号）の適用を受

ける者であるときは同法第６条に規定する住民

票の写 

(2) 安全運転管理者等として選任された者が住民

基本台帳法の適用を受けない者であるときは、

外国人登録法（昭和27年法律第125号）第５条

第１項に規定する登録証明書、旅券又は権限の

ある機関が発行する身分を証明する書類の写 

(3) （略） 

(4) （略） 

(5) （略） 

(6) （略） 

３ 安全運転管理者等として選任された者が運転免

許を現に受けているときは、運転免許証の写しを

添付して、前項の規定に基づく住民票の写し又は

外国人登録証明書の写しの添付にかえることがで

きる。 

４ （略） 

 

（旅客自動車教習所の指定申請等） 

第19条 （略） 

２ 前項の申請書には、次の各号に掲げる書類を添

付するものとする。 

(1) 管理者、教習指導員が住民基本台帳法の適用
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(2) （略） 

(3) （略） 

(4) （略） 

(5) （略） 

(6) （略） 

(7) （略） 

３・４ （略） 

を受ける者であるときは同法第６条に規定する

住民票の写し 

(2) 管理者、教習指導員が住民基本台帳法の適用

を受けない者であるときは、外国人登録法第５

条第１項に規定する登録証明書、旅券又は権限

のある機関が発行する身分を証明する書類の写

し 

(3) （略） 

(4) （略） 

(5) （略） 

(6) （略） 

(7) （略） 

(8) （略） 

３・４ （略） 

附 則 

この規則は、平成24年７月９日から施行する。 

 


